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平成 25年 2月 27日 

要領 24第 57号 

改正平成 26年 3月 31日 

要領 25第 102号 

改正平成 29年 5月 26日 

   要領 29第 49号 

改正平成 30年 3月 27日 

要領 29第 50号 

改正平成 30年 7月 24日 

要領 30第 8号 

改正平成 30年 12月 17日 

要領 30第 17号 

改正令和元年 7月 5日 

 要領令 1第 33号 

改正令和 2年 8月 27日 

要領令 2第 25号 

 

経営改善支援センター事業実施基本要領 

 

本要領は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律

第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３

０年政令第２５５号）、認定支援機関による経営改善計画策定支援補助金交付要

綱（平成２５年２月２６日 20130226財中第４号）及び経営改善計画策定支援事

業実施要領（平成２５年２月２６日 20130226財中第７号）に基づき、独立行政

法人中小企業基盤整備機構（以下、「中小機構」という。）が国からの補助金を受

け入れて基金の積み増しを行い、当該基金により、産業競争力強化法第１３４条

の規定に基づき、中小企業再生支援業務を行う者として認定を受けた者（以下、

「商工会議所等」という。）が実施する、中小企業等経営強化法第３２条第１項

の規定による経営革新等支援機関（以下、「認定支援機関」という。）に対し、経

営改善計画及び早期経営改善計画策定支援に係る中小企業・小規模事業者が負

担する費用の一部について、認定支援機関へ費用支払を行う業務（以下、「経営

改善支援センター事業」という。）について、その業務の内容、手続、基準等を

定めるものである。 

 

１．業務の目的 

借入金の返済負担等、財務上の問題を抱えている中小企業・小規模事業者の多
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くは、自ら経営改善計画等を策定することが難しい状況にあるほか、場合によっ

ては日々の資金繰り等に追われ自らの経営状況の把握が難しく、早期に着手す

べき課題等の解決が見送られ、経営改善が進まない状況にある。こうした中小企

業・小規模事業者を対象として、認定支援機関が中小企業・小規模事業者の依頼

を受けて経営改善計画又は早期経営改善計画策定支援を行うことにより、中小

企業・小規模事業者の経営改善・事業再生を促進する。 

 

２．対象事業者 

（１）経営改善計画策定支援における経営改善支援センター事業の対象となる

事業者は、借入金の返済負担等の影響による財務上の問題を抱えており、自

ら経営改善計画等を策定することが難しいものの、経営改善計画の策定支

援を受けることにより、金融機関からの支援（条件変更や新規融資等）が見

込める中小企業・小規模事業者とする。ただし、過去に経営改善計画策定支

援を利用した者を除く（過去に経営改善計画策定支援を利用した者は対象

外とするが、新型コロナウイルス感染症によって影響を受け業況が悪化し

た事業者においては、過去に経営改善計画策定支援を利用している事業者

であっても対象とする。） 

なお、１行取引についても経営改善支援センター事業の対象とする。ただ

し、そのような事案は通常、保証協会の保証付きとなっていることが想定さ

れるため、この場合は、金融機関と保証協会の同意を必要とする。 

（２）早期経営改善計画策定支援における経営改善支援センター事業の対象と

なる事業者は、資金繰り管理や採算管理など基本的な内容の経営改善の取

組を必要とする者であって、認定支援機関たる専門家（以下、「外部専門家」

という。）の支援を受けることにより、資金実績・計画表やビジネスモデル

俯瞰図などの早期の経営改善計画を策定し、金融機関（メイン行又は準メイ

ン行）（以下、「金融機関」という。）へ提出することで、今後の自己の経営

について見直す意思を有する者とする。ただし、過去に中小企業再生支援事

業（中小企業再生支援協議会の設置及び運営並びに支援業務部門による再

生計画策定支援等の再生支援業務を実施する事業）又は経営改善計画策定

支援若しくは早期経営改善計画策定支援を利用した（申請日時点において

利用中の場合を含む。）者を除く。 

 

３．経営改善支援センターの業務の実施体制及び業務の範囲 

（１）商工会議所等は、経営改善支援センター事業を実施するため、経営改善支

援センターを置く。 

（２）経営改善支援センターが経営改善支援センター事業を行う地域は、原則と
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して、経営改善支援センターが置かれた都道府県内とする。 

（３）経営改善支援センターの構成員 

経営改善支援センターには、専門相談員を配置する。また、必要に応じて、

経営改善支援センター長及び事務員を配置することができる。 

（４）経営改善支援センター長及び専門相談員等 

経営改善支援センターは、中小機構の了承を得た上で、中小企業再生支援

事業の統括責任者の下に、経営改善支援センター長、専門相談員、事務員を

選任する。また、必要に応じて、事務員から事務局長を選任することができ

る。 

なお、経営改善支援センター長を選任しない場合、経営改善支援センター

長の業務は、中小企業再生支援事業の統括責任者が行うものとする。また、

専門相談員は中小企業再生支援事業の統括責任者補佐が兼任することがで

きる。 

 

４．経営改善支援センターの業務内容 

（１）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用を希望する申

請企業又は事業者（以下、「申請者」という。）からの利用申請に応じる。利

用申請対応の業務手順は「６．利用申請（経営改善計画策定支援）」及び「７．

利用申請（早期経営改善計画策定支援）」のとおりとする。 

（２）経営改善支援センターは、申請者からの経営改善計画及び早期経営改善計

画策定支援に係る費用の支払に関する申請に伴い、経営改善支援センター事

業利用費用支払申請に応じて認定支援機関に費用を支払う。支払申請への対

応の業務手順は「８．支払決定（経営改善計画策定支援）」及び「９．支払決

定（早期経営改善計画策定支援）」のとおりとする。 

（３）経営改善支援センターは、申請者からのモニタリング費用支払申請に伴い、

経営改善支援センター事業利用モニタリング費用支払申請に応じて認定支

援機関に費用を支払う。支払申請への対応の業務手順は「１１．モニタリン

グ費用支払決定（経営改善計画策定支援）」及び「１２．モニタリング費用

支払決定（早期経営改善計画策定支援）」のとおりとする。 

（４）経営改善支援センター長及び専門相談員等は、商工会議所等が実施する中

小企業再生支援事業と連携して経営改善支援センター事業を効率的・効果的

に実施するために、中小企業再生支援協議会に対し、適宜、業務の遂行状況

並びに経営改善計画及び早期経営改善計画策定支援の実績等について情報

共有する。また、申請者に事業再生の取組みが必要となった場合に、中小企

業再生支援事業への相談等が円滑に行われるよう、経営改善支援センターが

入手した申請者の情報は、中小企業再生支援事業の支援業務部門及び中小企
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業再生支援全国本部（産業競争力強化法１４０条に基づき、商工会議所等が

実施する中小企業再生支援事業を支援するため中小機構に設置される機関。

以下、「全国本部」という。）と共有する。 

（５）経営改善計画策定支援に係る経営改善支援センターからの支払対象費用

は、認定支援機関が経営改善計画策定支援に係る業務の委嘱に承諾した日以

降に発生した計画策定支援及びモニタリング実施支援に係る費用のうち３

分の２を上限とする（総額２００万円を上限とする。）。ただし、利用申請時

に提出する計画策定支援及びモニタリング実施支援に係る費用の総額（予定）

を超えた費用については、費用支払の対象とはしない。 

また、経営改善計画案を金融機関に提示し、債権者間調整を行う場合、又

は調整の補足説明等の支援を行う場合の費用については支払の対象となる

が、申請のための準備業務（主要金融機関（メイン行又は準メイン行）から

金融支援を検討することについての確認を得る業務等）に係る費用は、支払

の対象とはならない。加えて、認定支援機関が対価を得ずに実施している業

務については、経営改善支援センター事業における支払の対象とはならない。 

なお、申請者から認定支援機関への自己負担額の支払いは、認定支援機関

が経営改善計画策定支援に係る業務の委嘱に承諾した日以降に行われなけ

ればならない。 

（６）早期経営改善計画策定支援に係る経営改善支援センターからの支払対象

費用は、外部専門家が早期経営改善計画策定支援に係る業務の委嘱に承諾し

た日以降に発生した計画策定支援及びモニタリング実施支援に係る費用の

うち３分の２を上限とする（総額２０万円を上限とし、計画策定支援に係る

費用とモニタリング実施支援に係る費用の比率は原則３：１とする。なお、

モニタリング実施支援に係る費用の上限額は５万円とする。）ただし、利用

申請時に提出する計画策定支援及びモニタリング実施支援に係る費用の総

額（予定）を超えた費用については、費用支払の対象とはしない。 

また、外部専門家が対価を得ずに実施している業務については、経営改善

支援センター事業における支払の対象とはならない。 

なお、申請者から外部専門家への自己負担額の支払いは、外部専門家が早

期経営改善計画策定支援に係る業務の委嘱に承諾した日以降に行われなけ

ればならない。 

 

５．経営改善計画 

（１）経営改善支援センター事業の対象となる経営改善計画は以下の内容とす

る。 

・ビジネスモデル俯瞰図 
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・会社概要表（株主、役員構成、役員等との資金貸借、沿革等） 

・資金繰実績表 

・経営改善計画に関する具体的施策及び実施時期 

・実施計画（アクションプラン）及びモニタリング計画 

・資産保全表 

・貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書等の計数計画 

・金融支援の依頼内容 

・その他必要とする書類 

（２）経営改善支援センター事業の対象となる早期経営改善計画は以下の内容

とする。 

・ビジネスモデル俯瞰図 

・資金実績・計画表 

・損益計画 

・アクションプラン 

・その他必要とする書類 

 

６．利用申請（経営改善計画策定支援） 

 利用申請の業務手順は、以下のとおりとする。 

（１）利用申請に応じる時間を定め、申請者と経営改善計画策定支援を実施する

全ての認定支援機関（以下、６．、８．及び１１．において「申請者等」と

いう。）との連名による申請により、専門相談員（場合によっては経営改善

支援センター長）が応対する。 

また、利用申請にあたっては、認定支援機関は、必要に応じて認定支援機

関による専門家チームを構成することができる。その場合は、各認定支援機

関の業務内容を明らかにするとともに、代表認定支援機関を定めることとす

る。 

なお、利用申請とともに、中小企業再生支援事業における窓口相談を受け

る場合は、中小企業再生支援事業の統括責任者又は統括責任者を補佐する者

が同席することができる。 

（２）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用に伴い、申請

者等から「経営改善支援センター事業利用申請書」及び６．（３）に規定す

る添付資料を受付け、申請書の内容について、申請書に定めるチェックリス

トに従い、その内容を確認する。 

また、認定支援機関が申請書を代理提出した場合は、経営改善支援センタ

ーは、電話等で申請者の意思確認を行うものとする（利用の意思等を確認し、

申請書の経営改善支援センター処理欄における相談員の「意見記載欄」にそ
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の旨を記載する。）。 

経営改善支援センターは、申請内容に虚偽がある場合や、６．（７）に規

定する適格要件等に該当しない場合は、申込の拒絶をすることができる。 

なお、本経営改善支援センター事業は金融支援を伴わない経営改善計画策

定支援（予定）の申請は予定していないが、金融支援を伴わない経営改善計

画策定支援（予定）の申請がなされた場合、申請者等と相談の上、中小企業

再生支援事業に案件を引き継ぐことができる。 

（３）経営改善支援センター事業利用申請書の添付資料 

・申請者の概要 

・自己記入によるチェックリスト 

・業務別見積明細書・認定支援機関ごとの見積書及び単価表 

・申請者の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

・認定支援機関であることを証する認定通知書の写し 

・直近３年分の申告書 

（モニタリング実施支援に係る費用を除いた経営改善計画策定支援に係る

費用が４５万円以下の場合は原則不要。） 

・経営改善支援センター事業による経営改善計画策定支援を利用する申請者 

に対する金融支援を検討することについての主要金融機関の確認書面（経営

改善計画策定支援を実施する認定支援機関に主要金融機関（メイン行又は準

メイン行）が含まれない場合。なお、当該書面について、申請時に提出でき

ない場合は、原則として申請から１月以内に提出しなければならない。期限

までに提出されない場合、本事業の終了になるが、申請者は再度利用申請す

ることができる。） 

（４）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業利用申請書が申請者

等の連名により提出されたことを確認する。 

（５）経営改善支援センター長は、申請者等による経営改善計画策定支援に係る

費用の一部について、経営改善支援センター事業において費用負担すること

が適切と判断した場合には、経営改善計画策定支援に係る業務を委嘱するた

め代表認定支援機関にその旨を文書にて通知し、各認定支援機関から委嘱に

係る承諾書を受領する。 

なお、経営改善計画策定の主な部分は、認定支援機関が自らの業務として

行うこととし、不動産鑑定業務等については外部委託することができること

とする。 

（６）経営改善支援センター長は、利用申請の結果について、その写しを中小機

構へ送付するものとする。 

（７）適格要件等 
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申請者等の適格要件等は以下のとおりである。 

① 申請者が誠実であり、その財産状況（負債の状況を含む。）を経営改善計

画策定支援において適正に開示することを誓約していること。 

② 申請者は、これまでに経営改善計画策定支援を利用したことがないこと

（新型コロナウイルス感染症によって影響を受け業況が悪化した事業者を

除く。） 

③ 認定支援機関が誠実であり、経営改善計画策定支援を適切に行うことを誓

約していること。 

④ 申請者は、経営改善計画策定支援を行った場合に、営業収益を回復するた

めに経営改善に取り組むことを誓約していること。 

⑤ 申請者及び認定支援機関が反社会的勢力ではなく、そのおそれもないこと。 

⑥ 申請者等は、経営改善支援センターと中小機構から費用支払や業務内容に

ついて合理性を問われた場合は、誠意をもって対応することを誓約している

こと。 

⑦ 申請内容に虚偽がある場合や、不正利用が判明した場合には、経営改善支

援センターが費用負担した金額の返還等を行うことを誓約していること。 

⑧ 申請者等は、経営改善計画策定後３年間のモニタリングに取組み、その実

施状況について経営改善支援センターに報告すること。 

（８）失効について 

経営改善計画策定支援の利用申請の有効期限は、申請が受理された日か

ら２年を経過した日とし、期限の到来で失効するものとする。ただし、既

に計画策定に着手しており、計画策定及び金融機関調整を完了する見込み

があるなどの特段の理由があることを経営改善支援センターが認める場

合は、有効期限の延長をすることができる。 

 

７．利用申請（早期経営改善計画策定支援） 

 利用申請の業務手順は、以下のとおりとする。 

（１）利用申請に応じる時間を定め、申請者と外部専門家（以下、７．、９．及

び１２．において「申請者等」という。）との連名による申請により、専門

相談員（場合によっては経営改善支援センター長）が応対する。この場合、

申請者等は金融機関に事前に本事業を利用し、早期経営改善計画を策定する

ことを説明し、事前相談書を申請書に添付する。ただし、認定支援機関とし

て金融機関が当該計画の策定に関与を希望する場合は連名で申請すること

が可能であり、事前相談書は不要とする。 

（２）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用に伴い、申請

者等から「経営改善支援センター事業（早期経営改善計画策定支援）利用申
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請書」及び７．（３）に規定する添付資料を受付け、申請書の内容について、

申請書に定めるチェックリストに従い、その内容を確認する。 

また、外部専門家が申請書を代理提出した場合は、経営改善支援センター

は、電話等で申請者の意思確認を行うものとする（利用の意思等を確認し、

申請書の経営改善支援センター処理欄における相談員の「意見記載欄」にそ

の旨を記載する。）。 

経営改善支援センターは、申請内容に虚偽がある場合や、７．（７）に規

定する適格要件等に該当しない場合は、申込の拒絶をすることができる。 

（３）経営改善支援センター事業（早期経営改善計画策定支援）利用申請書の添

付資料 

・申請者の概要 

・業務別見積明細書・認定支援機関の見積書及び単価表 

・申請者の履歴事項全部証明書（登記簿謄本）の原本 

・外部専門家等（認定支援機関として金融機関が連名で申請する場合は金融機

関分も含む。以下同じ。）が認定支援機関であることを証する認定通知書の

写し 

・金融機関の事前相談書（認定支援機関として金融機関が連名で申請する場合

は不要） 

（４）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業利用申請書が申請者

等の連名で提出されたことを確認する。 

（５）経営改善支援センター長は、早期経営改善計画策定支援に係る費用の一部

について、経営改善支援センター事業において費用負担することが適切と判

断した場合には、早期経営改善計画策定支援に係る業務を委嘱するため外部

専門家にその旨を文書にて通知し、外部専門家から委嘱に係る承諾書を受領

する。 

（６）経営改善支援センター長は、利用申請の結果について、その写しを中小機

構へ送付するものとする。 

（７）適格要件等 

申請者等の適格要件等は以下のとおりである。 

① 申請者は誠実であり、その財務状況を早期経営改善計画策定支援におい

て適正に開示することを誓約していること。 

② 申請者は、これまでに中小企業再生支援事業又は経営改善計画策定支援

若しくは早期経営改善計画策定支援を利用したことがないこと（申請日時

点において利用中の場合を含む。）。 

③ 外部専門家等は誠実であり、早期経営改善計画策定支援を適切に行うこ

とを誓約していること。 
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④ 申請者は、早期経営改善計画策定を行った場合に、金融機関に提出するこ

と。 

⑤ 申請者及び外部専門家等が反社会的勢力ではなく、そのおそれもないこ

と。 

⑥ 申請者及び外部専門家は、経営改善支援センターと中小機構から費用支

払や業務内容について合理性を問われた場合は、誠意をもって対応するこ

とを誓約していること。 

⑦ 申請内容に虚偽がある場合や、不正利用が判明した場合には、経営改善支

援センターが費用負担した金額の返還等を行うことを誓約していること。 

⑧ 申請者及び外部専門家は、早期経営改善計画策定後１年を経過した最初

の決算時にモニタリングに取組み、その実施状況について金融機関と共有

し、経営改善支援センターに報告すること。 

（８）失効について 

早期経営改善計画の利用申請は、申請が受理された日から１年で失効と

する。 

 

８．支払決定（経営改善計画策定支援） 

 計画策定支援に係る費用の支払申請への業務手順は、以下のとおりとする。 

（１）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用に伴い、申請

者等から「経営改善支援センター事業費用支払申請書」及び（３）に規定す

る添付資料を受付け、申請書の内容について、申請書に定めるチェックリス

トに従い、その内容を確認する。経営改善支援センターは、申請内容に虚偽

がある場合や、６．（７）で規定する適格要件等に該当しない場合は、費用

支払申請の拒絶をすることができる。 

（２）経営改善支援センターは、「経営改善支援センター事業費用支払申請書」

が申請者等による連名で申請されたことを確認する。 

（３）経営改善支援センター事業費用支払申請の添付資料 

・経営改善計画書  

・自己記入によるチェックリスト 

・業務別請求明細書 

・認定支援機関ごとの請求書類（外部委託先からの請求書を含む。） 

・申請者等が締結する経営改善計画策定支援に係る契約書及び申請者による 

費用負担額（１／３）の支払を示す証憑類（振込受付書、払込取扱票等の写

し） 

（申請者による費用の支払方法は振込のみとする。ただし、振込手数料は支

払対象費用に含まないものとする。また、申請者は経営改善計画策定支援に
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係る費用であることが特定可能な形で認定支援機関に支払わなければなら

ず、当該契約とは別の契約に基づく顧問料や決算料等での精算は認めないも

のとする。） 

・従事時間管理表（業務日誌） 

・金融機関が発出する経営改善計画についての同意書（同意に至らなかった場

合は、その旨と理由を記載した説明書に、役務の提供を示す資料（成果物等）

を添付する。） 

（４）経営改善支援センター長は、申請者等から提出された費用支払申請書類に

基づいて、認定支援機関による経営改善計画策定支援に係る費用の一部につ

いて経営改善支援センター事業において費用負担することが適切と判断し

た場合は、各認定支援機関に支払決定及び支払決定金額、支払日を文書で通

知する。 

① 中小企業再生支援事業の統括責任者は、経営改善計画策定支援に係る費

用の総額が１００万円を超える場合又は必要と認められた場合は、経営改

善支援センターに対し、費用の支払いの可否及び費用の金額の合理性につ

いて意見を述べ、必要に応じて、申請者等に対して費用支払や業務内容に

ついて合理性を問うことができる。 

② 中小機構は、経営改善計画策定支援に係る費用の総額が２００万円を超

える場合又は必要と認められた場合は、経営改善支援センターに対し、費

用の支払の可否及び費用の金額の合理性について意見を述べ、必要に応じ

て、申請者等に対して費用支払や業務内容について合理性を問うことがで

きる。 

（５）経営改善支援センター及び中小機構は、申請者等に対し費用支払や業務内

容等についてその合理性を問うことができる。 

（６）経営改善支援センター長は、支払決定の結果について、中小機構へ報告す

るものとする。 

（７）経営改善支援センターは支払決定金額に基づいて、各認定支援機関に費用

を支払う。同意を得られないケースであっても、その理由を経営改善支援セ

ンターが確認の上、費用負担することが適切であると認められる場合につ

いては、申請者が負担した費用を、経営改善計画策定支援に係る費用の３分

の１とみなして、経営改善支援センターは残り３分の２に相当する額を上

限として支払うこととする。 

 

９．支払決定（早期経営改善計画策定支援） 

  計画策定支援に係る費用の支払申請への業務手順は、以下のとおりとする。 

（１）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用に伴い、申請
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者等から「経営改善支援センター事業（早期経営改善計画策定支援）費用支

払申請書」及び（３）に規定する添付資料を受付け、申請書の内容について、

申請書に定めるチェックリストに従い、その内容を確認する。経営改善支援

センターは、申請内容に虚偽がある場合や、７．（７）に規定する適格要件

等に該当しない場合は、費用支払申請の拒絶をすることができる。 

（２）経営改善支援センターは、「経営改善支援センター事業（早期経営改善計

画策定支援）費用支払申請書」が申請者等による連名で申請されたことを確

認する。 

（３）経営改善支援センター事業（早期経営改善計画策定支援）費用支払申請の

添付資料 

・早期経営改善計画書（呼称は「事業計画書」等でも可。） 

・業務別請求明細書（早期経営改善計画策定支援） 

・従事時間管理表（業務日誌）（早期経営改善計画策定支援） 

・外部専門家の請求書類（経営改善支援センター宛） 

・申請者等が締結する早期経営改善計画策定支援に係る契約書及び申請者に

よる費用負担額（１／３）の支払を示す証憑類（振込受付書、払込取扱票等

の写し） 

（申請者による費用の支払方法は振込のみとする。ただし、振込手数料は支

払対象費用に含まないものとする。また、申請者は早期経営改善計画策定支

援に係る費用であることが特定可能な形で外部専門家に支払わなければな

らず、当該契約とは別の契約に基づく顧問料や決算料等での精算は認めない

ものとする。） 

・金融機関に早期経営改善計画を提出したことが確認できる書面（金融機関の

受取書等（普段の業務で使用しているもので可）） 

（４）経営改善支援センター長は、申請者等から提出された費用支払申請書類に

基づいて、認定支援機関による早期経営改善計画策定支援に係る費用の一部

について経営改善支援センター事業において費用負担することが適切と判

断した場合は、外部専門家に支払決定及び支払決定金額、支払日を文書で通

知する。 

（５）経営改善支援センター及び中小機構は、申請者等に対し費用支払や業務内

容等についてその合理性を問うことができる。 

（６）経営改善支援センター長は、支払決定の結果について、中小機構へ報告す

るものとする。 

（７）経営改善支援センターは支払決定金額に基づいて、外部専門家に費用を支

払う。 
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１０．経営改善計画及び早期経営改善計画策定支援の支払実績の公表 

（１）経営改善計画及び早期経営改善計画策定支援の支払実績の公表について

は、原則として、経営改善支援センターにおける完了手続が行われた後、中

小機構において、全国の案件を取りまとめた上、中小企業庁が行うものとす

る。ただし、各認定支援機関における公表についてはこれを妨げるものでは

なく、事前に内容及び時期について中小企業庁と調整することとする。 

（２）公表する内容は、基本的には、 

① 申請企業又は事業者の申請数 

② 経営改善計画及び早期経営改善計画策定支援に係る費用総額 

③ 経営改善支援センターからの支払決定額 

④ 地域別経営改善計画及び早期経営改善計画策定数 

をまとめたものとする。公表内容については、経営改善支援センターが、事

前に申請者、対象債権者等の関係者と十分な調整を行うこととする。また、

申請者が、企業名の公表に同意した場合に限り、企業名を公表することがで

きる。 

 

１１．モニタリング費用支払決定（経営改善計画策定支援） 

策定された計画に対して行う、モニタリング実施支援に係る費用支払申請の

業務手順は、以下のとおりとする。 

（１）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用に伴い、申請

者等から「モニタリング費用支払申請書」及び（３）に規定する添付資料を

受付け、申請書の内容について、申請書に定めるチェックリストに従い、そ

の内容を確認する。経営改善支援センターは、申請内容に虚偽がある場合や、

６．（７）に規定する適格要件等に該当しない場合は、費用支払申請の拒絶

をすることができる。 

（２）経営改善支援センターは、「モニタリング費用支払申請書」が申請者等に

よる連名で申請されたことを確認する。 

（３）モニタリング費用支払申請書の添付資料 

・モニタリング報告書 

・自己記入によるチェックリスト 

・業務別請求明細書 

・認定支援機関ごとの請求書類 

・申請者等が締結するモニタリング業務に係る契約書及び申請者による費用

負担額（１／３）の支払を示す証憑類（振込受付書、払込取扱票等の写し） 

（申請者による費用の支払方法は振込のみとする。ただし、振込手数料は支

払対象費用に含まないものとする。また、申請者は経営改善計画策定支援に
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係る費用であることが特定可能な形で認定支援機関に支払わなければなら

ず、当該契約とは別の契約に基づく顧問料や決算料等での精算は認めない

ものとする。） 

・従事時間管理表（業務日誌） 

（４）経営改善支援センター長は、認定支援機関による経営改善計画策定支援の

関連費用の一部について本事業において支払が適切と判断した場合は、各認

定支援機関に支払決定及び支払決定金額、支払日を文書で通知する。 

（５）経営改善支援センター及び中小機構は、申請者等に対し費用支払や業務内

容等についてその合理性を問うことができる。 

（６）経営改善支援センター長は、モニタリング費用支払申請の結果について、

中小機構へ報告するものとする。 

（７）経営改善支援センターは支払決定金額に基づいて、各認定支援機関に費用

を支払う。 

１２．モニタリング費用支払決定（早期経営改善計画策定支援） 

策定された計画に対して行う、モニタリング実施支援に係る費用支払申請の

業務手順は、以下のとおりとする。 

（１）経営改善支援センターは、経営改善支援センター事業の利用に伴い、申請

者等から「モニタリング費用支払申請書（早期経営改善計画策定支援）」及

び（３）に規定する添付資料を受付け、申請書の内容について、申請書に定

めるチェックリストに従い、その内容を確認する。経営改善支援センターは、

申請内容に虚偽がある場合や、７．（７）に規定する適格要件等に該当しな

い場合は、費用支払申請の拒絶をすることができる。 

（２）経営改善支援センターは、「モニタリング費用支払申請書（早期経営改善

計画策定支援）」が申請者等による連名で申請されたことを確認する。 

（３）モニタリング費用支払申請書（早期経営改善計画策定支援）の添付資        

料 

・モニタリング報告書（早期経営改善計画策定支援） 

・業務別請求明細書（早期経営改善計画策定支援） 

・従事時間管理表（業務日誌）（早期経営改善計画策定支援） 

・外部専門家の請求書類（経営改善支援センター宛） 

・申請者等が締結するモニタリング業務に係る契約書及び申請者による費用

負担額（１／３）の支払を示す証憑類（振込受付書、払込取扱票等の写し） 

（申請者による費用の支払方法は振込のみとする。ただし、振込手数料は支

払対象費用に含まないものとする。また、申請者は早期経営改善計画策定支

援に係る費用であることが特定可能な形で外部専門家に支払わなければな

らず、当該契約とは別の契約に基づく顧問料や決算料等での精算は認めない
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ものとする。） 

（４）経営改善支援センター長は、認定支援機関による早期経営改善計画策定支

援の関連費用の一部について本事業において支払が適切と判断した場合は、

外部専門家に支払決定及び支払決定金額、支払日を文書で通知する。 

（５）経営改善支援センター及び中小機構は、申請者等に対し費用支払や業務内

容等についてその合理性を問うことができる。 

（６）経営改善支援センター長は、モニタリング費用支払申請の結果について、

中小機構へ報告するものとする。 

（７）経営改善支援センターは支払決定金額に基づいて、外部専門家に費用を支

払う。 

 

１３．守秘義務 

（１）経営改善支援センター、中小企業再生支援協議会及び全国本部の役職員

（事務局長及び事務員を含む。）又はこれらの職にあった者は、本業務にお

いてその職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。在職中、退任後を問わ

ず申請者の了承を得た場合を除いていかなる情報も第三者に開示しない旨

を明記した文書を徴求する。 

（２）万が一、守秘について、申請者が疑義を持つような状況が生じた場合には、

申請者の申し出に基づいて、中小機構が事実関係を調査し、その調査結果を

申請者に報告する。 

（３）利用申請及び支払決定、モニタリング、その他の過程で作成する報告書等

申請者に係る書類一切は、申請者の文書による事前了承を得た先に対してそ

の写し（電子ファイルを含む。）を交付する以外は、経営改善支援センター

において厳重に管理する。 

 

附則 

本要領は、平成 25年 2月 27日より施行する。 

 

附則   

本要領は、平成 26年 3月 31日より施行する。 

 

附則 

本要領は、平成 29年 5月 26日より施行する。 

 

附則 

本要領は、平成 30年 3月 27日から施行する。 
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附則 

本要領は、平成 30 年 7 月 24 日から施行し、平成 30 年 8 月 1 日から適用する。 

 

附則 

本要領は、平成 30年 12月 17日から施行し、平成 31年 1月 1日から適用する。 

 

附則（要領令１第 33号） 

本要領は、中小企業の事業活動の継続に資するための中小企業等経営強化法

等の一部を改正する法律（令和元年法律第２１号）の施行の日（令和元年 7月 

16日）から施行する。 

 

附則（要領令 2第 25号） 

本要領は、令和 2年 8月 27日から施行し、令和 2年 9月 1日から適用する。 


